
令和4年度主な施策等一覧（住宅都市局）

区 分 事 項 予 定 額 頁
千円

新 規
土砂災害特別警戒区域内建築物の移転・改修
助成

9,065 1

アジア競技大会選手村後利用基盤整備 1,128,199 2

西名古屋港線の設備更新費補助 200,000 4

新型コロナウイルス感染症対策ガイドウェイ
バス志段味線の設備改修費等補助

113,914 6

新型コロナウイルス感染症対策西名古屋港線
の設備更新費に対する貸付

200,000 7

民間活力による志段味地区の住宅等の整備 1,596,066 8

市設建築物の機能保全改修 2,522,036 9

拡 充 民間木造住宅の耐震改修助成 186,670 10

要安全確認計画記載建築物の耐震改修助成 177,600 12

拠点市街地等における沿道・界隈活性化の推
進

56,058 14

中川運河再生計画の推進 42,937 16

堀川における水上交通の活性化 24,000 18

民間賃貸住宅を活用した住宅セーフティネッ
ト機能の強化

108,266 20

分譲マンションの適切な維持管理等の支援 22,297 22

名古屋高速道路公社への出資金及び建設資金
貸付金

3,074,500 23

ガイドウェイバス志段味線への自動運転技術
導入検討

45,000 25

継 続
リニア中央新幹線開業に向けたまちづくりの
推進

1,820,182 27



区 分 事 項 予 定 額 頁
千円

継 続 栄地区まちづくりプロジェクトの推進 296,112 29

中志段味地区の整備 613,120 31

金山駅周辺まちづくりの推進 31,000 33



令和４年度主な施策等一覧

住宅都市局 

事 項 
（新規）土砂災害特別警戒区域内建築物の

移転・改修助成 
草案頁 39頁 

予 定 額 ９，０６５千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

令和３年７月に発生した熱海市伊豆山地区では土砂災害により

甚大な被害が発生したが、本市でも１時間に５０㎜を超える豪雨が

度々発生している状況を踏まえ、特に土砂災害特別警戒区域内にあ

る建築物の安全性を高め、がけ崩れの危険から住民の安全を確保す

る必要がある。そのため、国や県の制度を活用して、危険住宅の移

転や土砂災害対策改修を行う者を支援する制度を新たに実施する。

２ 事業内容 

(１)がけ地近接等危険住宅移転事業 

がけ地の崩壊等による危険がある区域から、危険住宅の移転を

行う際に必要な費用を助成 

ア 危険住宅の除却等 

除却等に要する費用の全額（上限９７５千円／戸） 

イ 危険住宅に代わる住宅の建設等 

建設等に要する資金を金融機関から借入れた場合にお

ける借入金利子（年利率８．５％を限度）に相当する額の

費用（上限７，３１８千円／戸） 

(２)土砂災害対策改修費補助事業 

土砂災害特別警戒区域の指定以前に建てられた安全性が不十

分な既存建築物を土砂災害に対し安全となるように改修する場

合、その改修に要する費用の２３％を補助（上限７７２千円／戸）

担 当 課 
建築指導部建築安全推進課 

電話９７２－２９３３（内線２９３３） 
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令和４年度主な施策等一覧

住宅都市局 

事 項 
（新規）アジア競技大会選手村後利用基盤 

整備 
草案頁 58頁 

予 定 額 １，１２８，１９９千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

令和８年に開催予定の第２０回アジア競技大会に向けて、令和４

年に市外へ移転予定の名古屋競馬場の跡地を活用して大会のメイ

ン選手村が整備される予定である。当該地は市内では貴重な大規模

公有地であるため、大会後もレガシーとして有効活用されるよう、

大会を契機としたまちづくりの推進に取り組んでいる。 

令和３年度に後利用事業の契約候補事業者を決定したところで

あり、令和４年度は、後利用や選手村整備に係る協議調整を進めつ

つ、用地造成や道路整備、雨水貯留施設整備等に順次着手する。 

２ 事業内容 

選手村後利用基盤整備の推進 

・用地造成、道路整備工事 

債務負担行為（アジア競技大会選手村後利用基盤整備工事）

期間：令和５～７年度 

限度額：１，２６３，０００千円 

・雨水貯留施設整備 等 

担 当 課 
都市整備部まちづくり企画課 

電話９７２－４４８６（内線４４８６） 
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箇所図 

凡例 

施行区域（約 23.1ha） 
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令和４年度主な施策等一覧

住宅都市局 

事 項 （新規）西名古屋港線の設備更新費補助 草案頁 59頁 

予 定 額 ２００，０００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

西名古屋港線（愛称：あおなみ線）は、沿線住民はもとより金城

ふ頭の来訪者も利用する、本市西南部を支える基幹的な公共交通イ

ンフラであるが、開業当初から設置されている可動式ホーム柵は設

置後１７年が経過し老朽化が進んでおり、速やかな更新が求められ

ている。 

運行を担う名古屋臨海高速鉄道株式会社では、令和４年度に予定

しているホーム柵更新工事について、国土交通省の鉄道施設総合安

全対策事業費補助の活用を予定しており、本市としても、安全・安

定輸送の確保に向けて、国と同等の支援を行うものである。 

２ 事業内容 

名古屋臨海高速鉄道株式会社が実施するホーム柵更新工事に要

する経費の一部を補助するもの。 

令和４年度補助対象事業 

ホーム柵更新工事（小本、荒子、南荒子の各駅） 

全体事業費６億円（うち国１／３・市１／３補助） 

担 当 課 
都市計画部交通施設管理課 

電話９７２－２７３０（内線２７３０） 
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西名古屋港線路線図 

令和４年度対象駅

(港北) 
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令和４年度主な施策等一覧

住宅都市局 

事 項 

（新規）新型コロナウイルス感染症対策ガ

イドウェイバス志段味線の設備改

修費等補助 

草案頁 59頁 

予 定 額 １１３，９１４千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

ガイドウェイバス志段味線（愛称：ゆとりーとライン）は、本市

北東部における基幹的な公共交通インフラであるが、昨年度来、新

型コロナウイルス感染症の拡大に伴う外出自粛等の影響を受けて、

旅客運輸収入が大幅に減少している。そうした中でも、安全・安定

輸送に必要な設備改修や車両修繕等は速やかに実施していく必要

がある。 

運行を担う名古屋ガイドウェイバス株式会社は新型コロナウイ

ルス感染症の影響により厳しい財務状況となっていることを踏ま

え、公共交通における安全・安定輸送及び利便性の確保のため、必

要な補助を行うものである。 

２ 事業内容 

名古屋ガイドウェイバス株式会社が実施する設備改修及び車両

修繕に要する費用を補助するもの。 

担 当 課 
都市計画部交通施設管理課 

電話９７２－２７３０（内線２７３０） 
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令和４年度主な施策等一覧

住宅都市局 

事 項 

（新規）新型コロナウイルス感染症対策西

名古屋港線の設備更新費に対する

貸付 

草案頁 59頁 

予 定 額 ２００，０００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

西名古屋港線（愛称：あおなみ線）は、本市西南部を支える基幹

的な公共交通インフラであるが、昨年度来、新型コロナウイルス感

染症の拡大に伴う外出自粛や金城ふ頭への来訪者の減少等の影響

を受けて、旅客運輸収入が大幅に減少している。 

そうした中で、運行を担う名古屋臨海高速鉄道株式会社では、安

全・安定輸送の確保を図るため、国土交通省の鉄道施設総合安全対

策事業費補助を活用して、老朽化したホーム柵の更新を予定してお

り、本市からも国と同等の補助を行う予定であるが、会社負担分の

資金が十分に確保できない状況となっている。 

このため、令和４年度のホーム柵更新に必要な会社負担分の資金

を本市が貸し付けるものである。 

２ 事業内容 

名古屋臨海高速鉄道株式会社が実施するホーム柵更新工事に要

する経費のうち、国及び市からの補助金を除いた会社負担分を貸し

付けるもの。 

令和４年度貸付対象事業 

ホーム柵更新工事（小本、荒子、南荒子の各駅） 

全体事業費６億円（うち１／３会社負担） 

担 当 課 
都市計画部交通施設管理課 

電話９７２－２７３０（内線２７３０） 
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令和４年度主な施策等一覧

住宅都市局 

事 項 
（新規）民間活力による志段味地区の住宅

等の整備 
草案頁 60頁 

予 定 額 １，５９６，０６６千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

本市では、守山区の志段味地区において、「環境」「子育て」「コ

ミュニティ」のコンセプトの下、住宅等の整備を進めている。 

 第１工区では定住促進住宅「エコビレッジ志段味」を整備し、第

２工区では民間開発事業者の公募により商業施設と広場が整備さ

れたが、第３工区については、これまで事業者の開発提案が見込ま

れず、未利用地となっている。 

近年、守山スマートインターチェンジの開設等を契機として、同

地区の開発機運の高まりが見られることから、民間事業者の公募を

行い、コンセプトを踏まえた住宅等の整備を進める。 

２ 事業内容 

土地を用地先行取得特別会計から買い戻し、事業者公募を行う。

３ 箇所図 

担 当 課 
住宅部住宅企画課 

電話９７２－２９４１（内線２９４１） 

第 3工区：対象地 

（面積 約 10,018 ㎡） 

第 2工区：商業施設等 

守山スマート IC 

第 1工区：定住促進住宅 
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令和４年度主な施策等一覧

住宅都市局 

事 項 （新規）市設建築物の機能保全改修 草案頁 75頁 

予 定 額 ２，５２２，０３６千円 

事業の概要

１ 趣旨 

本市では、安心・安全で適切な市民サービスを継続的に提供する

ため、市設建築物のうち一般施設に係る部位・設備単位の修繕・更新

を「機能保全」として長寿命化の取組の一つに位置付け、効率的な推

進体制の構築を目指して、現在財政局が中心となって公共施設等総

合管理計画の見直しを進めているところである。 

その一環として、技術的側面から機能保全にかかる業務を住宅都

市局に集約することで業務の効率化を図るとともに、これまで各施

設所管局において計上していた部位・設備単位の修繕・更新にかか

る予算を住宅都市局へ集約して、財政局及び施設所管局と連携した

効率的な予算の執行を図り、施設のより適切な保全を推進するもの

である。 

２ 事業内容 

市設建築物（１０７施設 １５６件）の機能保全 

・前年度継続分   １，５１３，８５２千円 

・新規着手分    １，００８，１８４千円 

担 当 課
営繕部企画保全課 

電話９７２－２９７１（内線２９７１） 
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令和４年度主な施策等一覧

住宅都市局 

事 項 （拡充）民間木造住宅の耐震改修助成 草案頁 39頁 

予 定 額 １８６，６７０千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

令和３年９月に策定した「名古屋市建築物耐震改修促進計画２０

３０」では、令和７年度までに住宅の耐震化率を９５％に引き上げ

る目標を掲げている。令和２年度末時点で、住宅全体の耐震化率は

９２％となっているものの、木造住宅については８４％に留まって

おり、費用負担の問題が改修を断念する大きな要因となっている。

そこで、従来の耐震診断・改修助成に加え、低コスト工法と組み

合わせることにより更に工事費を抑制する効果がある精密診断法

による設計に対する助成を創設する。また、耐震改修が困難な木造

住宅の建替えを促進するため、戸建木造住宅除却助成を創設する。

２ 制度拡充の概要 

(１)精密診断法による設計に対する助成 

以下のいずれかのうち低い金額 

・改修設計費用の２／３ 

・２０万円／件 

(２)戸建木造住宅除却助成 

以下のいずれかのうち低い金額 

・除却工事費用の１／３ 

・２０万円／棟 

・延べ面積×９，６００円／㎡×１／３ 

（前年度までに本市の木造住宅無料耐震診断を受けた結果、

判定値１．０未満と診断された戸建住宅に限る。） 

担 当 課 

都市整備部耐震化支援室 

電話９７２－２７８６（内線２７８６） 
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参考 

民間木造住宅の耐震対策 

木造住宅無料耐震診断（継続） 

改修

精密診断法による

設計に対する助成 
創設

除却
戸建木造住宅 

除却助成 
創設

耐震改修工事助成 継続
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令和４年度主な施策等一覧

住宅都市局 

事 項 
（拡充）要安全確認計画記載建築物の耐震

改修助成 
草案頁 39頁 

予 定 額 １７７，６００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

令和３年９月に策定した「名古屋市建築物耐震改修促進計画２０

３０」では、令和１２年度までに要安全確認計画記載建築物である

指定された緊急輸送道路の沿道建築物の耐震化率を６０％に引き

上げる目標を掲げている。令和２年度末時点で、耐震性不十分なも

のは２７９棟あり、耐震化率は２２％に留まっているため、今後は、

従来の耐震改修、除却等への助成に加え、建替えも含めた総合的な

支援を行っていく必要がある。 

そこで、建替えに対するインセンティブとして、建替え設計に対

する助成及び建替え工事に対する利子補給を新たに創設し、建築物

の所有者への直接的な働きかけを行っていく。 

２ 制度拡充の概要 

(１)建替え設計に対する助成 

以下のいずれかのうち低い金額 

・建替え設計費用の５／６ 

・５００万円／棟 

(２)建替え工事に対する利子補給 

沿道建築物の建替え工事費に係る融資を受ける場合に建替

え工事期間中の利子全額（利子補給額・期間等の条件あり） 

(参考)容積率の緩和特例 

総合設計制度等を活用して沿道建築物の建替えを行う場合

に特例で容積率の緩和をあわせて実施 

担 当 課 

(１)(２)都市整備部耐震化支援室 電話９７２－２７８６（内線２７８６） 

(参考) 建築指導部建築指導課  電話９７２－２９１６（内線２９１６）
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参考 

要安全確認計画記載建築物の耐震対策 

改修 
耐震改修設計助成 継続 

耐震改修工事助成 継続 

除却 除却工事助成 継続 

建替え 

建替え設計に対する助成 創設 

建替え工事に対する利子補給 創設 

容積率の緩和特例 創設 

～要安全確認計画記載建築物とは～ 

昭和56年5月31日以前に工事着手した、愛知県が指定する緊急輸送道路の沿道建築物や、災害

拠点病院等の防災拠点建築物などで、法律に基づき耐震診断の結果を報告することが義務付け

られた建築物。 
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令和４年度主な施策等一覧

住宅都市局 

事 項 
（拡充）拠点市街地等における沿道・界隈 

活性化の推進 
草案頁 59頁 

予 定 額 ５６，０５８千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

官民連携による新たなまちづくりの展開として、ウォーカブル

で魅力的な沿道・界隈を目指す区域において、有効利用しきれて

いない既存建物群の低層部や公開空地等の滞在空間をリノベーシ

ョンし、又はマネジメントする人材や団体を支援することにより、

歩行者目線での良好な景観形成に向けた官民の取組と相まって、

エリア全体の価値向上の面的な波及を図る。 

令和４年度は、連鎖的建物リノベーションの促進、公開空地等環

境整備助成及び地域が主体的に行うまちづくりの推進を行う。 

２ 事業内容 

(１)連鎖的建物リノベーションの促進 新規 

公益財団法人名古屋まちづくり公社と協力して取り組む地域

のまちづくり団体による既存建物群のリノベーションに対して

総合的に支援（四間道・那古野地区においてモデル事業を実施）

(２)公開空地等環境整備助成 

ウォーカブルな空間づくりに資する公開空地等の環境整備を

助成（参考：賑わいの場としての使い方に主眼を置いた公開空地

等の制度基準見直しをあわせて実施） 

(３)地域が主体的に行うまちづくりの推進 

地域のまちづくり団体に対する支援窓口を公社へ一元化し、よ

り使いやすい助成制度等を通じて、民間まちづくりを支援 

担 当 課 

(１)都市計画部都市景観室         電話９７２－２７３１（内線２７３１） 

(２)リニア関連都心開発部都心まちづくり課 電話９７２－２７５６（内線２７５６） 

建築指導部建築指導課         電話９７２－２９１６（内線２９１６） 

(３)都市整備部まちづくり企画課      電話９７２－２７３８（内線２７３８）
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［連鎖的建物リノベーションの促進 令和 4 年度モデル事業箇所図］ 

［拠点市街地等における沿道・界隈活性化 将来イメージ］ 

名古屋駅 

名古屋城
R4年度
モデル事業 
対象エリア 

四間道・ 
那古野 

ウォーカブルで魅力的な沿道・界隈を目指す区域 

活力ある新たな 

テナントの導入 
まちづくり団体と公的セクターが協力し、地域

の核となる物件を一時借受等により再生 

● 活用方針の話合い 

● 募集・マッチング 

● リノベーション工事の実施 

まちづくり団体等 

による活用の申出 

空き店舗等 

の既存建物CLOSED

エリアマネジメント

の促進 賑わっていない 

公開空地等 

リノベーションによる再生スキーム 

高齢化 

活用意欲減退 

● ファサード改修補助   

● リノベーション資金調達支援

● 専門的な助言 

支援 スタート 
アップ等 

● 規制緩和による居心地の良い空間 

の創出、収益源の確保 

● 助成制度によるベンチ・植栽等の 

環境整備 

支援

必要に応じて公共空間の高質化

地域まちづくり支援制度による人材・団体育成 

エリア内で事業が連鎖 エリア全体の活性化・価値向上 

公開空地等の再生スキーム 
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令和４年度主な施策等一覧

住宅都市局 

事 項 （拡充）中川運河再生計画の推進 草案頁 59頁 

予 定 額 ４２，９３７千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

中川運河では、平成２４年度に策定した中川運河再生計画に基づ

き本市と名古屋港管理組合において再生の取組を進めており、令和

３年５月には世界運河会議が開催されるなど、市民や企業レベルに

おいても運河再生の機運が高まっている。 

 特に名古屋駅地区に隣接するにぎわいゾーンでは、運河の沿岸用

地において倉庫利用からにぎわい利用への転換を図るため、名古屋

港管理組合によるプロムナード整備等と連携して、具体的な施策の

策定や官民による再生を促進させる新たな枠組みづくりを進める。

また、中川運河と堀川を結ぶ位置にある松重閘門について、再生

に係る技術的検証及び周辺施設の利活用に向けた検討を行う。 

これらを踏まえ、策定後１０年を迎える同計画の更新に繋げる。

２ 事業内容 

(１)中川運河再生の加速化（中川運河再生計画の更新検討） 

・にぎわいゾーンでの沿岸用地の土地利用転換に向けた枠組み

づくりとプロムナード整備等の取組の具体化 

(２)にぎわいゾーンにおける官民連携まちづくりの促進 

・運河再生に資する民間まちづくりを推進する中川運河再生プ

ラットフォームの機能拡充及び水辺空間・倉庫活用等の取組へ

の支援の枠組みづくり 

(３)松重閘門の再生に係る検討 

・閘門閉鎖後に埋め立てられた水路部分を掘削し劣化等を調査 

・現ポンプ所や公園等の周辺施設の今後の利活用に向けた検討 

担 当 課 
都市整備部名港開発振興課 

電話９７２－２７１６（内線２７１６） 
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位置図 

にぎわいゾーンにおける官民連携まちづくりの将来イメージ 

民
間
ま
ち
づ
く
り

本市と名古屋港管理組合による

沿岸用地の土地利用転換に向け

た枠組みづくりと取組の具体化 

公
共
施
設
整
備

沿岸用地 
護岸 中川運河 

道路 

プロムナード

倉庫利用から 

にぎわい利用への転換 

Ｎ

民間まちづくりを支援する
ファンドの創設 

中川運河再生プラットフォ
ームの拡充

至名古屋駅

山王駅

ささしまライブ 24 地区

松重閘門
小栗橋

堀止緑地
堀止

広見憩いの杜
(露橋水処理センター)

北
支
線

東支線

長良橋

0 1000ｍ500

にぎわいゾーン

名古屋港管理組合による

護岸整備とその上部空間

のプロムナード整備

民間事業者による事業展開 

（想定する事業） 

・プロムナードへの接続空間の整備 

・倉庫等の既存建築ストックの活用 

・アートイベントの実施 等 
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令和４年度主な施策等一覧

住宅都市局 

事 項 （拡充）堀川における水上交通の活性化 草案頁 59頁 

予 定 額 ２４，０００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

名古屋城から都心部を経て、熱田に通じる歴史軸の魅力を高める

ため、堀川沿川の名古屋城、納屋橋、宮の渡し（熱田神宮）などの

観光拠点を結ぶ堀川における水上交通への期待が高まっている。 

こうした中で、本市では、民間事業者による水上交通の事業化に

向けて、平成３０年度から令和２年度にかけて短期間の試験運航を

実施したが、水上交通の認知度向上や収益性確保などが課題となっ

ている。 

そのため、令和４年度は、令和３年度１１月補正予算（繰越明許

費）による春の運航から継続して、一般市民や観光客による利用が

最も見込まれる区間（名古屋城前（朝日橋）乗船場～納屋橋乗船場）

において土日祝日を中心に継続的な運航を行うことにより、認知度

向上と水上交通の定着を図るととともに、ビジネスモデル構築に向

け、観光商品として試験販売する。 

２ 事業内容 

持続的な運航に向けたモデルの試行 

・名古屋城前（朝日橋）乗船場～納屋橋乗船場において土日祝日

を中心とした継続的な運航（冬期を除く） 

・名古屋城との連携強化による観光客や一般市民の誘客 

・観光客への予約サイトを活用したウェブ販売 

・歴史・沿川施設等の船上ガイドなど船内企画の実施 

担 当 課 
都市整備部名港開発振興課 

電話９７２－２７１６（内線２７１６） 
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位置図 

名古屋城正門  

丸の内

国際 

センター

浅間町

名

駅

名古屋城前 (朝日橋) 

乗船場  

納屋橋乗船場  

伏見 

凡例 

運航ルート 

Ｎ

名古屋城 

乗船場 

伏見・納屋橋 

名古屋城 

四間道 

納屋橋 

四間道・ 

那古野 

柳橋市場の様子 
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令和４年度主な施策等一覧

住宅都市局 

事 項 
（拡充）民間賃貸住宅を活用した住宅セー

フティネット機能の強化 
草案頁 60頁 

予 定 額 １０８，２６６千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

本市では、住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関

する法律に基づき、要配慮者の入居を拒まない民間のセーフティネ

ット住宅の登録を進めているが、高齢者の孤独死等への懸念から、

入居に対する大家の抵抗感は依然として強く、登録の阻害要因とな

っている。 

そこで、単身高齢者世帯が入居するセーフティネット住宅を対象

に、孤独死や残置物による大家の損失を補償する保険契約につい

て、本市が費用を負担して包括的に締結することで、大家の抵抗感

や負担感の軽減を図る。 

さらに、令和２年１２月からモデル的に実施している居住支援コ

ーディネート事業について体制を強化した上で本格的に実施する。

２ 事業内容 

(１)大家に対する住宅改修費補助、家賃減額補助 

(２)家賃債務保証業者に対する家賃債務保証料減額補助 

(３)セーフティネット住宅の家主向け損害保険の包括契約 新規 

(４)居住支援コーディネート事業（住まいサポートなごや）に係る

居住支援コーディネーターの増員 拡充 

(参考)セーフティネット住宅の面積要件の緩和をあわせて行い、

住宅の登録を促進（鉄道駅から概ね800ｍ以内の駅そばに立

地する住宅が対象） 

担当課 

住宅部住宅企画課 

電話９７２－２９４１（内線２９４１） 
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セーフティネット住宅の家主向け損害保険の包括契約（イメージ図） 

対  象：６０歳以上の単身高齢者世帯が入居するセーフティネット住宅 

補償内容：孤独死により生じた残置物処理費用等 

保 険 料：本市が負担 

居住支援コーディネート事業（イメージ図） 

居住支援コーディネーター：住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への入居円滑化

や居住の安定確保に向けて、居住支援法人や福祉

部局等の相談機関、不動産事業者等の関係者の間

で調整を行う。

市 保険会社

住戸の登録手続き

居室内死亡事故
発生時に保険金を請求

保険金の支払

保険契約

保険料の支払

大家 

大家 

大家 

大家 
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令和４年度主な施策等一覧

住宅都市局 

事 項 
（拡充）分譲マンションの適切な維持管理

等の支援 
草案頁 60頁 

予 定 額 ２２，２９７千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

令和２年度にマンションの管理の適正化の推進に関する法律が

改正され、法律に基づく管理の適正化に資する助言指導や一定の管

理基準を満たす管理計画の認定が可能になるなど、マンションの管

理に対する地方公共団体の権限が強化された。 

本市では、令和２年度に市内すべての分譲マンションを対象とし

た管理実態調査を実施したが、管理組合の回答は約半数に留まり、

任意の調査では管理状況の把握に課題があることが分かった。 

このため、条例によりマンションの管理状況の届出を義務化し、

管理組合に対して、管理状況に応じた助言指導や支援等を関係団体

と連携して行う。 

併せて、マンション分譲事業者に対しても将来の管理運営に関す

る事項の届出を義務化し、修繕積立金の設定水準など管理組合が円

滑な運営を図る上で必要な調査を行う。 

２ 事業内容 

(１)専門家派遣事業、外部役員派遣事業等の実施 

(２)管理状況の届出及び助言指導 新規 

(３)管理組合が行う大規模修繕工事の円滑化 新規 

・長期修繕計画の作成支援 

・修繕工事発注に係る名古屋市住宅供給公社の相談窓口設置 

・住宅金融支援機構からの融資に対する利子補給 

担 当 課 
住宅部住宅企画課 

電話９７２－２９４１（内線２９４１） 
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令和４年度主な施策等一覧

住宅都市局 

事 項
（拡充）名古屋高速道路公社への出資金及び

建設資金貸付金 
草案頁 61頁 

予 定 額 ３，０７４，５００千円 

事業の概要

１ 趣旨 

名古屋高速道路の名古屋駅周辺のランプは、栄・伏見地区を向い

た出口配置であり、名古屋駅へ向かうにはＵターンや迂回を伴う利

用となっている。また、都心環状線の合流部等では、朝夕を中心に渋

滞が発生している。さらに、再開発の進展などにより交通量の増大

が見込まれている。 

これらに対応し、リニア中央新幹線の速達性の効果を広域的に波

及させるために、黄金出入口のフルインターチェンジ化、新洲崎Ｊ

ＣＴにおける出入口新設並びに栄地区における出入口新設及び丸田

町ＪＣＴにおける渡り線追加により、名古屋駅地区や栄地区を含む

都心部と高速道路とのアクセス性向上を図る。 

黄金出入口のフルインターチェンジ化及び新洲崎ＪＣＴにおける

出入口新設については、令和２年１０月に、栄地区における出入口

新設及び丸田町ＪＣＴにおける渡り線追加については、令和３年

１０月に、それぞれ都市計画事業認可を受けている。 

２ 事業内容 

 名古屋高速道路公社が実施する以下の事業に対して、出資金及び

建設資金貸付金を支出（建設事業費の２５％） 

・新黄金出入口及び新洲崎出入口 

  用地補償、測量・設計、地下埋設物件移設等 

・栄出入口、西渡り線及び南渡り線 

  測量・設計、地下埋設物件移設等 

担 当 課
都市計画部街路計画課 

電話９７２－２７２２（内線２７２２） 
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箇所図 

- 24 -



令和４年度主な施策等一覧

住宅都市局 

事 項 
（拡充）ガイドウェイバス志段味線への自

動運転技術導入検討 
草案頁 62頁 

予 定 額 ４５，０００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

本市北東部の基幹的な公共交通機関であるガイドウェイバス志

段味線（愛称:ゆとりーとライン）については、志段味地区全体の

まちづくりが進む中で利用者が年々増加しており、将来の輸送力増

強を図るためには、現行のガイドウェイバスシステムに代わる自動

運転技術を活用した新たなシステムの導入が必要になっている。 

このため、令和４年度は、令和３年度に行った自動運転技術の活

用に係る概略検討を踏まえ、関係する事業者や機関等との協議・調

整を行いつつ、次期システムの導入ビジョンの策定を目指す。 

２ 事業内容 

(１)自動運転技術を活用した次期バス車両の検討 

(２)バス専用道（高架構造物）の改修設計基準の検討 

(３)新しい輸送システム導入に向けた事業スキームの検討 

［ガイドウェイバス志段味線の概要］ 

高架専用軌道区間と平面一般道路区間を同一車両で走行するデュアルモー

ドを備えたガイドウェイバスシステムを日本で初めて導入した公共交通機関

として、平成１３年３月２３日に開業した。 

 高架専用軌道区間 平面一般道路区間 

適用 

法規 

軌道法 

（軌道事業） 

道路運送法 

（一般旅客自動車運送事業） 

運行 

主体 

名古屋ガイドウェイバス株式会社 名古屋市交通局 

担 当 課 
都市計画部交通施設管理課 

電話９７２－２７３０（内線２７３０） 
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ガイドウェイバス志段味線路線図 

ガイドウェイバス志段味線（高架区間）の利用人員の推移 
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☆
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延長：6.8km 

駅数：9駅 

凡例
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平面部

年度 

人/日 
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令和４年度主な施策等一覧 

住宅都市局 

事 項
（継続）リニア中央新幹線開業に向けたまち

づくりの推進 
草案頁 58頁 

予 定 額 １，８２０，１８２千円 

事業の概要

１ 趣旨 

リニア中央新幹線開業に向けたまちづくりについては、「名古屋

駅駅前広場の再整備プラン（中間とりまとめ）」や「リニア駅周辺の

まちづくりの方向性（中間とりまとめ）」等の計画をふまえ、関係機

関等との協議及び計画の検討を進めているところである。 

令和４年度は、名古屋駅ターミナル機能の強化について、東側駅

前広場の完成に向け、引き続き飛翔の解体を進め、本格的な工事を

実施する。また、西側駅前広場におけるリニア開業時の姿の実現に

向け、デザイン計画を踏まえ、詳細設計等を実施する。併せて、駅東

側・西側における各施設の設計など整備内容の具体化の検討を行う。

また、名古屋駅周辺まちづくりの推進について、リニア駅周辺の

面的整備に関する都市計画手続に向けた検討を行う。 

２ 事業内容 

(１)名古屋駅ターミナル機能の強化 

駅前広場の再整備等の検討・設計・工事 

(２)名古屋駅周辺まちづくりの推進 

リニア駅周辺の面的整備の検討 

担 当 課
リニア関連都心開発部リニア関連・名駅周辺開発推進課 

電話９７２－３９８９（内線３９８９） 

- 27 -



箇所図 
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令和４年度主な施策等一覧

住宅都市局 

事 項 
（継続）栄地区まちづくりプロジェクトの 

推進 
草案頁 58頁 

予 定 額 ２９６，１１２千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

栄地区においては、平成２５年に策定した「栄地区グランドビジ

ョン」に基づき、久屋大通の再生を進めており、「ミツコシマエ ヒ

ロバス」や「Hisaya-odori Park」を開業し、賑わいの創出に取り

組んでいるところである。 

令和２年３月に久屋大通再生有識者懇談会から受けた提言（久屋

大通のあり方（南エリア部分））を踏まえ、令和４年度に策定する

久屋大通（南エリア）再整備プランに基づき、事業化に向けた整備・

管理運営に係る条件整理などを実施する。 

また、北・テレビ塔エリア及びオアシス２１については、適切な

管理運営を行い、各施設の連携による賑わいの相乗効果等を発揮し

ながら、エリアの更なる魅力向上に努めていく。 

２ 事業内容 

(１)久屋大通の再生 

・南エリアの事業化に向けた検討調査費等 

・北エリア・テレビ塔エリアの指定管理料等 

(２)オアシス２１の管理運営等 

・バスターミナル・公園の指定管理料 

・施設の修繕に係る経費 

担 当 課 

リニア関連都心開発部都心まちづくり課 

電話９７２－２９４７（内線２９４７） 
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箇所図 

北エリア 

テレビ塔エリア 

南エリア 

オアシス２１ 

ミツコシマエ ヒロバス 
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令和４年度主な施策等一覧

住宅都市局 

事 項 （継続）中志段味地区の整備 草案頁 58頁 

予 定 額 ６１３，１２０千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

志段味地区では、総合的なまちづくりを進めることを名古屋市基

本計画等に位置付け、組合施行による土地区画整理事業により良好

な住宅市街地の整備が進められている。 

中志段味特定土地区画整理組合は、平成２８年度に現事業計画の

ままでは大幅な収支不足となることが明らかとなり、事業再建に取

り組んでいる。令和３年度は、組合による施行地区縮小や再減歩と

いった最大限の自助努力によってもなお解消しない収支不足につ

いて事業関係者へ支援を求めていた調停が成立し、それらを踏まえ

た変更事業計画案が組合の総会において可決されたところである。

本市としても、令和４年度は引き続き、組合の事業再建に必要と

なる費用への助成等を実施する。 

２ 事業内容 

(１)組合の事業再建に対する助成 

換地設計の見直し等に要する費用を助成 

(２)土地区画整理事業から外れる地区の対応 

道路等の改修工事、官民境界測量の実施 

(３)施行地区境の暫定整備 

上志段味地区における志段味線の暫定整備 

担 当 課 
都市整備部市街地整備課 

電話９７２－２７６４（内線２７６４） 
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令和４年度主な施策等一覧

住宅都市局 

事 項 （継続）金山駅周辺まちづくりの推進 草案頁 59頁 

予 定 額 ３１，０００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

金山地区においては、平成２９年３月に策定した「金山駅周辺ま

ちづくり構想」に基づき、音楽や文化が面的に拡がる魅力的でウォ

ーカブルなまちの形成を目指し、古沢公園・市民会館エリアにおい

て進められている市民会館の改築に関する検討と連携して、公園・

駐車場等の基盤整備の検討、アスナル金山エリア再整備の事業化の

検討、地区全体の回遊性強化に向けた南北連携方策の検討、及びエ

リア防災計画の改定検討を行っている。 

令和４年度は、各種施設の基本配置や整備スキーム等に関する検

討、及び地区全体の交通処理検討とそれを踏まえた道路等のあり方

検討を行い、これらを整えた上で地区整備計画を策定する。 

併せて、エリア防災計画の推進のため、帰宅困難者対策協議会の

運営や意識啓発媒体の作成等を行う。 

２ 事業内容 

(１)地区整備計画策定に向けた調査検討 

・施設の基本配置や整備スキーム等に関する検討 

・地区全体の交通処理検討及び道路等のあり方検討 

(２)エリア防災計画の推進 

・帰宅困難者対策協議会の運営等 

担 当 課 
都市整備部まちづくり企画課 

電話９７２－２７３９（内線２７３９） 

ああ 
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[箇所図] 

構想対象範囲

南北連携

古沢公園・市民会館エリア 

アスナル金山エリア 

市民会館

古沢公園

アスナル金山

金山総合駅

凡例
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